
  

令和３年１０月２２日 

鉄道局安全監理官室 
 

鉄軌道の運転事故件数 過去 30 年間で最小 

～鉄軌道輸送の安全に関わる情報（令和２年度）を公表～ 
今般、令和2年度の「鉄軌道輸送の安全に関わる情報」を取りまとめましたので、お知らせいた

します。 

国土交通省では、鉄道事業法第 19 条の 3 の規定に基づき、鉄道運転事故等の報告、輸送の
安全に関する行政指導の実施状況、安全に関わる鉄道施設の整備状況等について、毎年度整理
し、「鉄軌道輸送の安全に関わる情報」として公表しています。 

運転事故の件数は、長期的に減少傾向であり、令和 2 年度は 483 件（対前年度 132 件減）、
死傷者数は 416 人（同 196 人減）、うち死亡者数は 237 人（同 17 人減）であり、過去 30 年間
で最小となっています。また、乗客の死亡事故は、ありませんでした。 

輸送障害（列車の運休、旅客列車の 30 分以上の遅延等）の件数は、長期的に増加傾向であ
り、令和 2年度は 6,216 件（対前年度比 550 件増）でした。 

概要については、別添資料（概要版）をご参照ください。 

 
注  全体版及び概要版については、当省ホームページにも掲載しています。 

http://www.mlit.go.jp/tetudo/tetudo_tk8_000001.html 
 

 

 

 

【連絡先】 

国土交通省 鉄道局 安全監理官室 

担当 中谷、辻本、佐々木  

代表 03-5253-8111(内40762、40766） 

直通 03-5253-8548 ／ FAX 03-5253-1634 
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令和３年 10 月 

 

鉄軌道輸送の安全に関わる情報（令和２年度） 

〔概 要 版〕 

 

１．運転事故 

（１）概要 

○運転事故※1 の件数は、長期的に減少傾向であり、令和２年度は４８３件（対前年度１３２件減）、

死傷者数は４１６人（同１９６人減）、うち死亡者数は２３７人（同１７人減）でした。（表１参照） 

○乗客の死亡事故は、ありませんでした。 

 

 

 

表１：運転事故の件数及び死傷者数（令和２年度） 

 

 
件  数 （対前年度） 死傷者数※12 （対前年度） 

  

うち死亡者数 （対前年度） 

列  車  事  故※2 9 件 （△ 6件）  6 人 （△ 85人）  0 人 （△ 2人） 

 

うち列車衝突事故
※3 3 件 （＋ 1件） 4人 （△  2人） 0人 （± 0人） 

うち列車脱線事故
※4 6 件 （△ 7件） 2人 （△ 83人） 0人 （△ 2人） 

うち列車火災事故
※5 0 件 （± 0件） 0人 （±  0人） 0人 （± 0人） 

踏  切  事  故※6 165 件 （△46件） 117 人 （△ 99人） 74 人 （△10人） 

 
うち踏切障害に伴う

※7
 

列車事故  
0 件 （△ 3件） 0人 （△ 81人） 0人 （△ 2人） 

 うち踏切障害事故 
※8 165件 （△43件） 117人 （△ 18人） 74人 （△ 8人） 

道 路 障 害 事 故※9 25 件 （△13件）  8 人 （△  9人）  1 人 （± 0人） 

人身障害事故※10 283 件 （△68件） 285 人 （△ 84人） 162 人 （△ 7人） 

 

うち線路内立入り等に 

よる列車との接触 
182件 （＋ 2件） 184人 （＋ 2人） 144人 （＋10人） 

うちホームでの 

列車との接触 
97件 （△63件） 97人 （△ 63人） 17人 （△17人） 

物 損 事 故※11 1 件 （△ 2件）   

合 計 483件 （△132件） 416 人 （△196人） 237 人 （△17人） 

※1  「運転事故」とは、列車事故、踏切障害事故、道路障害事故、人身障害事故、物損事故をいいます。 

※2  「列車事故」とは、列車衝突事故、列車脱線事故及び列車火災事故をいいます。 

※3  「列車衝突事故」とは、列車が他の列車又は車両と衝突し、又は接触した事故をいいます（軌道事業においては、

本線路を運転する車両が他の車両と衝突し、又は接触した事故をいいます）。 

※4  「列車脱線事故」とは、列車（軌道事業においては、本線路を運転する車両）が脱線した事故をいいます。 

※5  「列車火災事故」とは、列車（軌道事業においては、本線路を運転する車両）に火災が生じた事故をいいます。 

※6  「踏切事故」とは、踏切障害に伴う列車事故及び踏切障害事故をいいます。 
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※7  「踏切障害に伴う列車事故」の件数等は、踏切事故の内数であり、列車事故にも重複して計上されています。合

計の件数等は、この重複を除いたものです。 

※8  「踏切障害事故」とは、踏切道において、列車又は車両が道路を通行する人又は車両等と衝突し、又は接触した

事故（列車事故を除く。）をいいます。 

※9  「道路障害事故」とは、踏切道以外の道路において、列車又は車両が道路を通行する人又は車両等と衝突し、又

は接触した事故（列車事故を除く。）をいいます。 

※10 「人身障害事故」とは、列車又は車両の運転により人の死傷を生じた事故（列車事故、踏切障害事故及び道路障

害事故に伴うものを除く。）をいいます。 

※11 「物損事故」とは、列車又は車両の運転により５百万円以上の物損を生じた事故（列車事故、踏切障害事故、道

路障害事故及び人身障害事故に伴うものを除く。）をいいます。 

※12 踏切障害事故、道路障害事故及び人身障害事故にあっては、自殺によるものは、運転事故として扱わないことと

しています（自殺と断定できないものについては、運転事故としています）。また、列車事故にあっては、自殺によ

るものも運転事故として扱いますが、死傷者数には自殺によるものは含めないこととしています。なお、自殺の

行為に直接的に巻き込まれたことにより第三者が死傷した場合についても、同様に死傷者数には含めないことと

しています。 

 

 

図１：運転事故の件数及び死傷者数の推移 
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図２：運転事故の種類別の件数及び死傷者数（令和２年度） 

① 件 数                      ② 死傷者数                     ③ 死亡者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）踏切事故 

○令和２年度に発生した踏切事故の件数は、運転事故全体の３４．２％に当たる１６５件（対前年

度比４６件減）でした。 (表１参照) 

○令和２年度に発生した踏切事故による死傷者数は１１７人（運転事故に占める割合２８．１％、

対前年度比９９人減）であり、うち死亡者数は７４人（同３１．２％、同１０人減）でした。 (表１参

照)  

図 3：踏切事故の件数及び死傷者数の推移 
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直前横断※5

88件 53.3%

落輪

エンスト

停滞※6

59件 35.8%

側面衝撃

限界支障※7

13件 7.9%

その他

5件 3.0%

総件数

図４：踏切事故の発生状況（令和２年度） 

 

① 踏切種別別                       ② 衝撃物別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

③ 原因別                      ④ 関係者年齢別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※1  「第１種踏切道」とは、自動遮断機を設置するか又は踏切保安係を配置して、「踏切道を通過するすべての列車

又は車両」又は「始発の列車（軌道事業においては、車両）から終発の列車（軌道事業においては、車両）までの

時間内における列車又は車両」に対し、遮断機を閉じ道路を遮断する踏切道をいいます。 

※2  「第２種踏切道」とは、踏切保安係を配置して、踏切道を通過する一定時間内における列車又は車両に対し、遮

断機を閉じ道路を遮断する踏切道をいいます。なお、現在、我が国には該当の踏切道はありません。 

※3  「第３種踏切道」とは、踏切警報機は設置しているが、踏切遮断機を設置していない踏切道をいいます。 

※4  「第４種踏切道」とは、踏切警報機及び踏切遮断機を設置していない踏切道をいいます。 

※5  「直前横断」とは、踏切道において、列車又は車両（以下「列車等」という。）が接近しているにもかかわらず、踏切

道を通行しようとする自動車、二輪・原動付自転車又は軽車両若しくは人（以下「自動車等」という。）が、無理に

又は不注意に踏切道内に進入したため列車等と衝突したものをいいます。 

※6  「落輪・エンスト・停滞」とは、自動車等が落輪、エンスト、交通渋滞、自動車の運転操作の誤り等により、 踏切道

から進退が不可能となったため列車等と衝突したものをいいます。 

※7  「側面衝撃・限界支障」とは、自動車等が通過中の列車等の側面に衝突したもの及び人等が踏切道の手前で停

止した位置が不適切であったために列車等と衝突したものをいいます。 

165 件 

第１種踏切道※1

147件 89.1%

第３種踏切道※3

1件 0.6%
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17件10.3%
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（３）人身障害事故 

○令和２年度に発生した人身障害事故の件数は、運転事故全体の５８．６％に当たる２８３件（対

前年度比６８件減）でした。 (表１参照) 

○令和２年度に発生した人身障害事故による死傷者数は２８５人（運転事故に占める割合   

６８．５％、対前年度比８４人減）、うち死亡者数は１６２人（同６８．４％、同７人減）でした。(表１

参照) 

○令和２年度は、「ホームから転落して接触」及び「ホーム上で接触」の人身障害事故が９７件

（対前年度比６３件減、３９．４％減）と大幅に減少しており、新型コロナウイルス感染症の感染

拡大に伴う利用者数の減少も影響していると考えられます。（図７参照） 

 

 

図５：人身障害事故の件数及び死傷者数の推移 
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図６：人身障害事故の原因等別の件数及び死傷者数（令和２年度） 
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図７：ホームでの接触及び線路内立入り等での接触による人身障害事故件数の推移 
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２．輸送障害 

○輸送障害（列車の運休、旅客列車の３０分以上の遅延等）の件数は、長期的に増加傾向であ

り、令和２年度は６，２１６件（対前年度比５５０件増）でした。(図８参照) 

○鉄道係員、車両又は鉄道施設等の部内原因に起因する輸送障害は、１，３９６件（輸送障害

に占める割合２２．５％、対前年度比３８件減）でした。 

○線路内立入り等の部外原因による輸送障害は、３，００９件（輸送障害に占める割合４８．４％、

対前年度比３２２件増）でした。 

○風水害、雪害、地震等の災害原因による輸送障害※は、１，８１１件（輸送障害に占める割合 

２９．１％、対前年度比２６６件増）でした。 

 

 

図８：輸送障害件数の推移 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 災害原因による輸送障害は、従来より、１事業者の１つの事象（台風、地震等）における運休や遅延を１件

と計上しています。例えば、梅雨による豪雨で、ある事業者の複数の路線で多数の運休が数日間発生した

場合でも１件と計上しています。 
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